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在宅医療連携拠点推進事業の実施状況について 

 
１ 目的 

県民が、介護が必要となる状態となっても、住み慣れた地域で生活すること
を支えるためには、医療・介護にまたがる様々な支援を提供する必要がある。 
本事業は、通院が困難で在宅での医療が必要な患者へ対応するため、在宅医

療・介護をシームレスに連携させる仕組みを面的に整備し、市町村や地区医師
会等を連携拠点として、地域の医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、ケアマネ
ジャー等の多職種協働による在宅医療支援体制の構築を図るとともに、在宅医
療に関する地域住民への普及啓発を促進することにより、本県における在宅医
療提供体制の構築を目的とする。 

 
２ 事業内容 

在宅医療連携拠点として、以下に示す①～⑤の活動等を通して地域における
包括的かつ継続的な在宅医療を提供するための体制を構築する。 

 
３ 実施期間 
  平成２６年１月から平成２７年３月まで（１５か月間） 
 
４ 補助事業者 

１２か所 

 事業内容 

① 

多職種連携の課題の抽出と解決策の検討 
○地域の在宅医療に関わる多職種（病院関係者・介護従事者等も含む。）が一
堂に会する場を設定する。 

○各地域の行政担当者（保健所を含む。）及び各関連機関等の管理者が参加す
る会合も設定する。 

② 

在宅医療従事者の負担軽減の支援 
○地域の医療・福祉資源の量・質の把握、資源の有効活用や不足資源の確保の
ための具体的な方策の実施 

○２４時間対応の在宅医療提供体制の構築 

③ 

効率的で質の高い医療提供のための多職種連携 
○訪問支援の実施、多職種連携によるケアカンファレンスの開催 
○チーム医療を提供するための情報共有ツールの活用 
○在宅医療に従事する人材育成 

④ 
入院病床の確保及び家族の負担軽減に向けた取組み 
○在宅療養者の症状急変時における入院病床確保のための後方支援病院の確保 
○家族の介護の負担軽減に向けたレスパイトサービスの実施 

⑤ 
在宅医療に関する地域住民への普及啓発活動 
○地域での在宅医療を浸透させるためのフォーラムや講演会等の開催 
○住民向けの地域の医療・福祉資源マップやパンフレット等の発行 
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医療圏 補助事業者名 

名古屋 
名古屋市東区医師会 
名古屋市昭和区医師会 
名古屋市南区医師会 

海部 津島市 

尾張東部 一般社団法人瀬戸旭医師会
豊明市 

尾張西部 一宮市 
尾張北部 一般社団法人尾北医師会 
知多半島 大府市 
西三河南部西 安城市 

東三河南部 豊川市 
田原市 

 
５ スケジュール（予定含む） 
 (1) 平成２５年度 

・ 平成２５年１０月３０日     選定委員会事務局【書類審査】 
・ 平成２５年１１月１４・１５日  選定委員会【面接審査】 
・ 平成２５年１１月２１日     内示 
・ 平成２５年１２月２４日     事前調整会議 
・ 平成２５年１２月２７日     交付決定 
・ 平成２６年 １月        補助事業開始 
・ 平成２６年 １月１６日     事業説明会 

 (2) 平成２６年度 
・ 平成２６年 ４月１７日     事業報告会（２５年度） 
・ 平成２６年 １０～１１月頃   中間報告会 

（地域包括ケアモデル事業と併せて実施） 
・ 平成２７年 ２～３月頃     事業報告会 

 
６ 補助額 

１事業者あたりの補助基準額 １９，６７５千円 
（平成 25 年度 2,372 千円、平成 26 年度 17,303 千円） 

 
７ 補助率 
  １０／１０ 
 
８ 委託先 
  進捗管理を国立長寿医療研究センターへ委託 

（平成 25 年度 3,181 千円、平成 26 年度 8,937 千円） 
 
９ 予算 
  平成２５年度 ３１，６４５千円  平成２６年度 ２１６，５７３千円 



拠点名／事業実施状況 
名古屋市東区医師会 名古屋市昭和区医師会 名古屋市南区医師会 

１月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 

①多職種連携の課題の抽出と
解決策の検討 

・拠点事業の推進手順やグルー
プディスカッション実習を
実施 

・各機関への事業説明及び相談
（８団体） 

・第１回作業部会を開催 ・専門職団体代表者会議「チー
ムハナミズキ」を開催 
（１３団体出席） 
・多職種連携会開催の準備 

・第１回多職種連携会を開催 
・第２回専門職団体代表者会議
を開催 
･第２回多職種連携会企画準備 

・在宅医療に関するアンケート
調査を実施（４２１通発送） 

・多職種に対する在宅医療に関
するアンケート調査結果を
集計（回収率６６％） 
・訪問看護のﾈｯﾄﾜｰｸ化を推進 

②在宅医療従事者の負担軽減
の支援 

・資源調査の実施 
・訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝによるかかり
つけ医支援体制構築の検討 
・事業説明及び相談（３団体） 

・全職種対象にアンケート調査
を実施 

・中日病院にてアセスメントシ
ステムの運用を開始 

・在宅医療従事者の現状把握の
ためのアンケートを作成 

･アンケート調査を実施 
･かかりつけ医支援ｼｽﾃﾑの検討 
･昭和区訪看事業所連絡協議会
設置の検討 

・実務者会議を開催 
・名古屋市南区在宅医療推進調
整会議を開催 

・第２回実務者会議を開催。ｱﾝ
ｹｰﾄ結果から問題点を検討 

・中京病院・大同病院からの研
修医受入の準備 

③効率的で質の高い医療提供
のための多職種連携 

・各種情報共有システムに関す
る情報収集と比較検討 

・情報共有ツールの運用を開始 
・守山区、北区、東区医師会に
てツール利用手順の説明会
を開催 

・ＩＣＴによる情報共有ツール
使用説明会を開催 

･ICT ツール「エイル」試験運用
を開始 
･第１回ｹｱﾏﾈ勉強会実施の検討 
･ホームページを活用した情報
提供システムの検討 

・研修医の在宅医療体験実習受
入の準備 

・カナミック ICT を拠点で試行
的に運用及び普及 

・名古屋市医師会同一ルール作
りに参画、南区へ普及準備 

④入院病床の確保及び負担軽
減に向けた取組み 

・病院への在宅医療へのニーズ
のヒアリングを実施 

・急性期病院対象としたアンケ
ート調査を実施 

・後方支援病床のあり方の説明
及び協力依頼（５団体） 
・ｼｮｰﾄｽﾃｲ空床確認ｼｽﾃﾑの準備 

･昭和区病院協議会を２回開催 
･ｼｮｰﾄｽﾃｲ空床確認ｼｽﾃﾑの検討 

・南区中小病院医療連携会議を
開催（１回：１１団体出席） 

・南区中小病院医療連携会議を
開催（５病院が輪番に賛同） 

⑤在宅医療に関する地域住民
への普及啓発活動 

・ラジオによる在宅医療啓発を
実施 

・行政、医師会、いきいき支援
センターで区民を対象とし
たイベント開催の企画作成 

・ホームページ開設の検討 
・パンフレット内容の検討 

･ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの開設、事業所情報
の公開を検討 
･啓発ポスターの作成 
･小学生、保護者の企画を検討 
･認知症、緩和ｹｱ講演会を検討 

・在宅医療連携拠点推進事業シ
ンポジウムの準備 

・在宅医療連携拠点推進事業シ
ンポジウムを開催 
（１回：１８０名参加） 
・中日新聞へ記事掲載 

⑥その他の取組み 
   ･在宅栄養補給に関する取組を

検討        （８回） 
･拠点事業事務局会議を開催 

 ・名古屋市立大学医学部６年生
へ地域包括ｹｱｼｽﾃﾑを講義 

拠点名／事業実施状況 
津 島 市 瀬戸旭医師会 豊 明 市 

１月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 

①多職種連携の課題の抽出と
解決策の検討 

・在宅医療連携推進協議会を開
催（１回：１５団体出席） 
・ワーキングを開催 
（４回：８団体出席） 

・在宅医療連携推進協議会を開
催（１回：１５団体出席） 
・ICT ワーキングを１回開催 
・地域支え合いﾜｰｷﾝｸﾞを１回開
催 

・医療介護連携推進協議会を３
回開催 

・小委員会（尾張旭市）を２回
開催 

・医療介護連携推進協議会実行
委員会を開催（2回：委員 39 名） 

・小委員会（部会）を４回開催 
・小委員会（尾張旭市）を２回
開催 

・人材育成検討会を開催 
・ケアマネジャー連絡会を開催
（１回/２か月） 

・地域包括支援センター連絡会
を３回開催 
・先進地視察（千葉県柏市） 

・地域包括ｹｱ連絡協議会を設置 
・ケアマネジャー連絡会を１回
開催 
・包括連絡会を３回開催 
・地域会議を２回開催 

②在宅医療従事者の負担軽減
の支援 

・総合相談窓口設置 
・衛星携帯電話の設置 
・医科歯科連携システム構築 
・かかりつけ医のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制 

・電子連絡帳システムの運用 ・資源調査内容の検討 ・資源調査を実施（薬剤師会） 
・資源調査の内容検討（医師会、
歯科医師会、介護ｻｰﾋﾞｽ事業
者） 

 ・高齢者の安否確認・異常早期
発見事業を開始 

③効率的で質の高い医療提供
のための多職種連携 

・電子連絡帳の運用開始 
・従事者実務研修を２回開催 
・三医師会合同研修会を１回開
催 

・在宅医療研修会へ講師を派遣 

・電子＠連絡帳説明会を開催
（４回：６１名参加） 
・従事者実務研修を開催 
 （１回：５０名参加） 

・ICT 情報共有ﾂｰﾙの検討、テス
ト運用開始 

・情報共有ツール説明会を開催
（３回） 
・事業説明会を開催（１１回） 

・ICT 情報共有ツールの正式運
用開始 
・事業説明会及び情報共有ﾂｰﾙ
説明会を開催 
（５回：88 名参加） 

・人材育成研修を３回開催 
・地域ケア会議を２回開催 
・ICT ﾈｯﾄﾜｰｸ/いきいき笑顔ﾈｯﾄ
ﾜｰｸの普及と活用に向けた勉
強会やＰＲ活動を実施 

・いきいき笑顔ネットワークと
見守りセンサー機器を活用し
た多職種連携支援の実施 
・地域ケア会議を５回開催 

④入院病床の確保及び負担軽
減に向けた取組み 

・津島市民病院での後方支援病
床の運用開始と利用方法の
周知 

・津島市民病院での後方支援病
床制度（在宅医療支援病床）
の運用と周知 

・後方支援病床確保の検討 ・引き続き後方支援病床確保を
検討 

・医師会と藤田保健衛生大学病
院を中心とした後方支援体
制について協議 

・事業所等へﾋｱﾘﾝｸﾞを実施 
・退院調整部会を設置 
(後方支援体制を協議) 

⑤在宅医療に関する地域住民
への普及啓発活動 

・「超高齢社会におけるまちづ
くり」をテーマに情報交換 

・ホームページで取組状況を紹
介 

・高齢者見守りネットワークの
確立に向けた取組 
・配食ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体へ出前講座
を開催（５３名参加） 

・ホームページを開設 
・市民フォーラムを開催 
（２１６名参加） 

・市民フォーラムの内容を検討 
・チラシ、リーフレット等の周
知方法の検討 

・地域包括ケア講演会の開催 
・市広報誌への特集記事を掲載 
・ポータルサイト掲載及びチラ
シによる市民啓発を実施 

・いきいき笑顔ネットワークポ
ータルサイト及び市のホー
ムページによる啓発 

⑥その他の取組み 
・「夜間対応型訪問介護」と「定 
期巡回随時対応型訪問介護
事業所」の募集を開始 

・高齢者ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ（仮称）作
成の検討 

  ・藤田保健生成大学・ＵＲ都市
機構・豊明市による豊明団地
に関する検討 

・藤田保健衛生大・ＵＲ都市機
構・市の豊明団地に関する協
議(３回) 

在宅医療連携拠点推進事業実施状況【平成２６年１月～６月】
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拠点名／事業実施状況 
一 宮 市 尾 北 医 師 会 大 府 市 

１月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 

①多職種連携の課題の抽出と
解決策の検討 

・在宅医療連携推進協議会を開
催（１回：１２団体出席） 

・在宅医療連携推進委員会を開
催（３回：委員１７名) 

・在宅医療連携推進協議会を開
催（１回：１２団体出席） 

・在宅医療連携推進委員会を開
催（３回：委員１７名） 

・多職種協働在宅チーム全体会
議を開催 
（１回：２８団体出席） 

・多職種協働在宅チーム全体会
議を開催 
（１回：３０団体出席） 

・在宅医療支援ネットワーク会
議を開催（２回：委員１３名） 

・準備会議を開催 
（３回：９団体出席） 

・在宅医療・介護連携推進会議 
を開催（１回：委員１９名） 
・24 時間体制ＷＧを２回開催 
・情報共有ＷＧを２回開催 
・認知症対応ＷＧを２回開催 

②在宅医療従事者の負担軽減
の支援 

・在宅医療参加のための医師向
け勉強会を開催 
 （１回：４５名参加） 

・医療介護資源の把握活用のた
め医師会ホームページ改修
を検討 

・関係事業者に対する意識調査
を実施（約６００通発送） 

・意識調査報告書の作成及び配
布（約４５０名配布） 

・アンケート案を作成 
・定期巡回随時対応型訪問介護
事業所への申請の支援 

・意識調査実施（回収率 76.4％） 
・ICT 導入に向けた豊明市視察
と事務局会議の開催 

③効率的で質の高い医療提供
のための多職種連携 

・多職種連携研修を開催（３回） 
・情報共通様式の作成 
・ICT による情報共有ﾂｰﾙの検討 
・連携拠点先行地域への視察 

・一宮市地域連携アセスメント
シート試行運用の開始 
・ICT 情報共有システムの選考
及び試行運用の開始 

・患者情報の共有方法の検討 ・ﾓﾃﾞﾙ事例ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ作成の検討 
・勉強会の検討 
・多職種連携研修会・交流会の
検討 

・電子連絡帳について事務局で
検討 

・地域医療ネットワークについ
て事務局で検討 

・全体会議兼多職種連携研修会 
 の開催（２回：１６１名参加） 
・介護支援専門員、通所ｻｰﾋﾞｽ、
訪問介護事業所総会説明 

④入院病床の確保及び負担軽
減に向けた取組み 

 ・地域拠点において病棟関係者
への聞き取り調査を実施 

・管内病院長と役員懇談会の実
施（８団体） 

・レスパイトサービスの検討 ・市外近隣病院等との入院病床
確保に関する連携について
事務局で検討 

・近隣病院等とのＩＣＴによる
連携を事務局で検討 

⑤在宅医療に関する地域住民
への普及啓発活動 

・住民向け相談会、交流会を２
回開催 
・ホームページ開設の検討 

・ケーブルテレビでの情報発信 
・市民フォーラムの企画検討 
・相談会・交流会の開催 

・パンフレット内容の検討 
・ホームページ開設の検討 

・家族介護講座の準備 
・在宅医療推進ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの内容
検討 

・国立長寿医療研究センター主
催の市民公開講座に後援 

・講座を開催(400 人参加) 
・8 地区民生児童委員会で説明 
・民生児童委員高齢者部会講義 

⑥その他の取組み 

  ・在宅専門医による講演会実施 
（８４名参加） 

・看護師復帰支援事業の検討 
・大府市在宅医療連携拠点事業
の視察 

・地域医療連携研究会、認知症
支援ﾈｯﾄﾜｰｸ検討会議、元気な
幸齢社会を目指す検討会議
を開催 

・元気な幸齢社会を目指す検討
会議の開催と報告書準備 
・地域医療連携研究会の準備 

拠点名／事業実施状況 
安 城 市 豊 川 市 田 原 市 

１月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 １月～３月 ４月～６月 

①多職種連携の課題の抽出と
解決策の検討 

・在宅医療連携推進協議会を開
催（１回：９団体出席） 

・多職種ネットワーク会議を１
回開催 

・安城医療福祉ネットワーク会
議で研修会を実施 
（１回：１２６名参加） 

・在宅医療連携拠点推進会議を 
開催（１回：１７団体出席） 

・在宅医療支援体制検討部会 
を開催（１回：１３団体出席） 

・医療介護連携推進担当者会議
開催（３回：１０団体出席） 
・担当者視察（津島市） 

・医療介護連携推進担当者会議
を３回開催 
・医療介護連携全体会議の開催 
（１回：２１団体出席） 
・地域包括運営協議会を 1回開催 

②在宅医療従事者の負担軽減
の支援 

・実務担当者会議を開催 
 （１回：１１名参加） 

・連携に関するアンケート案を
作成 

・地域資源リストの作成 ・アンケート調査の作成 
・社会・福祉資源の集約 

・医療介護資源調査内容の検討 ・医療介護資源・意識調査の実
施（回収率 89.4％） 
・在宅医療用語集の作成 

③効率的で質の高い医療提供
のための多職種連携 

・人材育成研修を開催 
 （１回：６２名参加） 

・多職種向けの研修会を開催
（２回：１５８名参加） 
・情報共有方法について事務局
で検討 

・在宅医療・介護ﾈｯﾄﾜｰｸ講演会、
交流会を開催 

・電子連絡帳端末導入検討部会
を開催（１回：１２団体出席） 

・三師会向け電子＠連絡帳説明
会等を５回開催 

・電子連絡帳活用研修会を８回
開催 

・介護保険事業者等研修会を２
回開催 

・医療介護連携研修会を３回開催 
・ほいぷﾈｯﾄﾜｰｸ説明会を１回開催 

④入院病床の確保及び負担軽
減に向けた取組み 

 ・レスパイト入院の利用に関す
る実績を把握し、検討 
・八千代病院が増築・増床 

・在宅医療支援体制検討部会を
開催（１回：１３団体出席） 

・レスパイトサービス実施施設
等への訪問調査の検討 

・後方支援病床の確保の検討 
・渥美病院との連携によるレス
パイト事業の実施 

・引き続き渥美病院との連携に
よるレスパイト事業の実施 

⑤在宅医療に関する地域住民
への普及啓発活動 

・情報提供の方法について検討 ・地域資源マップ作成のための
アンケート案を作成 

・研修・広報検討部会を開催 
（１回：１５団体出席） 
・認知症資源マップ（2,000
枚）・在宅医療推進啓発ﾁﾗｼ
（42,000 枚）の配布 

・出前講座実施 
（１０回：２４９名） 
・ホームページ、SNS（ｿｰｼｬﾙ・
ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）の開設 

・地域包括ケア及び在宅医療の
講話を開催（１０回：９団体） 

・出前講座を３回実施 
・講演の実施 

⑥その他の取組み 

     ・ハートフル研修（２回） 
・認知症介護家族教室（３回） 
・介護家族教室（３回） 
・認知症予防教室（３回） 
・介護予防リーダー会議 
・介護保険調査員研修会 4 
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在宅医療従事者能力向上研修事業 

 
１ 目的 

地域で中核となって在宅医療を推進する医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、
ケアマネジャー等の在宅医療関係者や中立的な立場から医療と介護の連携に
取り組む市町村職員等の能力を向上し、多職種が連携する在宅医療の取り組み
を県内全市町村へ拡大することを目的とする。 

 
２ 研修回数 

平成２６年度：４回（平成２５年度は１回実施） 
 
３ 対象者 

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、ケアマネジャー、管理栄養士、歯科衛生
士、理学療法士、作業療法士、医療ソーシャルワーカー、言語聴覚士、市町村
職員、保健所職員で、原則として平成２５年度に開催したこの研修会に出席し
た者（４回のうち、いずれか１回参加） 

 
４ 内容 
(1) 講義 
(2) 連携拠点の取組 
(3) ワークショップ 

「在宅医療連携体制構築における各職種の役割と活動 
           ～地域包括ケアの実現に向けて～」 

 
５ 到達目標 
(1) 医療と介護の連携に市町村が主体的に取組むことの重要性を理解し、地
域ごとに医療と介護の多職種が連携するネットワークが構築できる。 

(2) 在宅医療と介護の連携が介護保険法で義務化される平成３０年度に向け、
市町村等が本研修会参加者と連携を図り、主体的に研修会を開催すること
等により、県内全市町村において在宅医療連携体制が構築できる。 

 
６ 委託先 
  独立行政法人国立長寿医療研究センター 
 
７ 予算 
  平成２５年度 ８２０千円  平成２６年度 ３，２３０千円 
 
 
 

参考 
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ケアマネジャーのための医療知識向上推進事業 

 
１ 目的 

医療と介護の連携を担うケアマネジャー等福祉関係者に対して、医療に関す
る問題・悩みの相談、助言を行うための窓口を設置するとともに、セミナー・
ワークショップの開催を通じて、医療知識を向上させることを目的とする。 

 
２ 実施期間 
  平成２６年１月から平成２８年３月まで 
 
３ 補助事業者 
  国立大学法人名古屋大学 
 
４ 事業内容 
 (1) 相談窓口の設置 
  ア 窓口開設時間 
    平日：月曜日から金曜日（祝日及び年末・年始を除く） 
    時間：午前９時から正午、午後１時から午後５時まで 

イ 相談方法 
    電話、ファクシミリ、来訪のいずれか 
    電話：０５２－７４４－２５９２ 
    ファクシミリ：０５２－７４４－２９９９ 

ウ 開設場所 
 名古屋市昭和区鶴舞６５ 
国立大学法人名古屋大学医学系研究科附属地域医療支援センター内 

 
(2) セミナー・ワークショップの開催（２６・２７年度のみ） 

    各年度それぞれ６回以上開催 
 
５ その他 
  ホームページアドレス 

http://med.nagoya-u.ac/edu/msc/ 
 
 


